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○筑西市空家等対策支援補助金交付要項 

令和３年６月10日市告示第114号 

改正 

令和５年６月１日告示第169号の２ 

令和６年３月29日告示第83号 

 

筑西市空家等対策支援補助金交付要項 

（趣旨） 

第１条 この要項は、周辺の生活環境の保全上支障となる空家等の修繕及び解体を促進し、もって地

域の活性化並びに市民の安全で安心な生活の確保及び良好な生活環境の保全に寄与するため、空家

等の修繕又は解体を行い、空家等の有効活用を図る者に対し、市予算の範囲内において筑西市空家

等対策支援補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し必要な事項を定めるものとす

る。 

（定義） 

第２条 この要項において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 空家等 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127号。以下「法」という。）

第２条第１項に規定する空家等をいう。 

⑵ 住宅  居住の用に供する家屋をいう。 

⑶ 併用住宅  建築物に自己の居住の用に供する部分及び店舗、事務所、賃借住宅棟の部分があ

るものをいう。 

⑷ 特定空家等  法第２条第２項に規定する特定空家等をいう。 

⑸ 不良住宅  住宅地区改良法（昭和３５年法律第８４号）第２条第４項に規定する不良住宅を

いう。 

⑹ 市内業者  本市の区域内に本社若しくは本店又は主たる事務所若しくは営業所を有する者を

いう。 

（補助対象事業） 

第３条 この要項により補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次

の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定める内容とする。 

⑴ 修繕事業  市内業者と契約を締結して住宅機能の向上のために、空家等の修繕、改築、増

築等（以下「修繕等」という。）の工事（空家等が併用住宅である場合は、当該併用住宅のう
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ち自己の居住の用に供する部分の工事に限る。）を行う事業をいう。 

⑵ 解体事業  市内業者と契約を締結して空家等及びその敷地内に存する建築物、工作物、竹

木、動産等の全て（市長がやむを得ないと認めるときは、これらの一部）を解体し、及び撤去

し、更地にする工事を行う事業とする。 

（補助対象空家等） 

第４条 この要項により補助金の交付の対象となる空家等（以下「補助対象空家等」という。）は、

次の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定める要件を満たすものとする。 

⑴ 修繕事業  筑西市空き家バンク実施要綱（平成２９年市告示第１６号。以下「空き家バン

ク実施要綱」という。）第４条第２項の規定により空き家等登録台帳に登録された空家等（以

下「空き家バンク登録物件」という。）であって、個人が所有する住宅又は併用住宅であるも

の 

⑵ 解体事業  次のいずれにも該当すること。 

ア 特定空家等に認定された空家等（法第２２条３項の規定による命令の対象となったもの 

を除く。）又は不良住宅と判定されている空家等 

イ 個人が所有するものである空家等 

ウ 所有権以外の権利が設定されていない空家等 

エ 公共事業による補償の対象となっていない空家等 

２ 前項の規定にかかわらず、特定空家等又は不良住宅に準じる状態にある空家等であって、公益

上必要があると市長が認めるものについては、解体事業に係る補助対象空家等とすることができ

る。 

（補助対象者） 

第５条 この要項により補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は、

次に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定める要件を満たすものとする。 

⑴ 修繕事業  次のいずれにも該当すること。 

ア 空き家バンク実施要綱第９条第２項の規定により利用登録者台帳に登録された者であるこ

と。 

イ 自己の居住の用に供する目的で空き家バンク登録物件を購入した者であること。 

ウ イの物件の住所を住民基本台帳に記録し、当該物件に継続して５年以上居住する意思があ

ること。 

エ 空き家バンク実施要綱第５条に規定する空き家バンク登録者の３親等以内の親族でないこ



3/14 

と。 

オ 過去に修繕事業に係る補助金の交付を受けていないこと。 

カ 本市が実施する他の同種の補助制度による補助、助成等を受けていないこと。 

キ 市税等を滞納していないこと。 

ク 筑西市暴力団排除条例（平成２４年条例第１号）第２条第１号に掲げる暴力団若しくは同

条第３号に掲げる暴力団員等又はこれらと密接な関係を有する者でないこと。 

⑵ 解体事業  次のいずれにも該当すること。 

ア 補助対象空家等の所有者、相続人その他の補助対象空家等の管理及び処分に関し正当な権

利を有する者（補助対象空家等が共有物である場合は、共有者全員から解体事業を実施する

ことについて同意を得ている者に限る。）であること。 

イ 過去に解体事業に係る補助金の交付を受けていないこと。 

ウ 前号カからクまでのいずれにも該当すること。 

（補助対象経費） 

第６条 この要項により補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次

の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定める経費とする。 

⑴ 修繕事業  空家等の修繕等に要する工事費 

⑵ 解体事業  次に掲げる経費 

ア 空家等の解体に要する工事費 

イ 廃材の適正な収集運搬及び処分並びに整地に要する経費（舗装に要する経費を除く。） 

ウ ア及びイに掲げるもののほか市長が必要と認める経費 

（補助金の額等） 

第７条 この要項による補助金の額は、次の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定める額

とする。この場合において、当該額に１，０００円未満の端数が生じるときは、これを切り捨て

るものとする。 

⑴ 修繕事業  補助対象経費を合計した額に２分の１を乗じて得た額とし、３０万円を限度と

する。 

⑵ 解体事業  補助対象経費を合計した額に３分の１を乗じて得た額とし、３０万円を限度と

する。 

（交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助対象事業の実施前
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に空家等対策支援補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しな

ければならない。ただし、公簿等により確認することができる書類については、添付を省略する

ことができるものとする。 

⑴ 補助対象工事に要する経費を確認できる見積書及びその内訳書の写し 

⑵ 補助対象空家等付近の見取図、配置図及び現況写真 

⑶ 建築確認済証の写し（建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）の規定により建築確認が必

要な場合に限る。） 

⑷ 土地及び建物に係る登記事項証明書その他の補助対象空家等の所有者が確認できるもの 

⑸ 共有者全員の同意書（補助対象空家等が共有に係るものである場合に限る。） 

⑹ 補助対象空家等の所有者との関係を確認できる書類（申請者が当該空家等の相続人である場

合に限る。） 

⑺ 補助対象事業を実施するための正当な権利を有することが確認できる書類 

⑻ 前各号に掲げるもののほか市長が必要と認める書類 

２ 修繕事業に係る補助金の交付の申請を行うことができる期間は、空き家バンク登録物件の所有

権が移転した日の翌日から起算して１年を経過する日までの期間とする。 

（交付決定等） 

第９条 市長は、前条の申請書の提出を受けたときは、速やかにその内容を審査し、必要に応じて

現地調査を行い、交付の可否を決定のうえ、空家等対策支援補助金交付・不交付決定通知書（様

式第２号）により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の決定に際し、補助金の交付の目的を達成するために必要な条件を付することが

できる。 

（事前着手） 

第１０条 申請者は、事前着手（前条の交付決定前に、当該交付決定に係る補助対象事業に着手す

ることをいう。）をしてはならない。ただし、第８条の申請書の提出後であって、緊急に工事を

要する事情その他やむを得ない事情があると市長が認めるときは、この限りでない。 

（申請内容の変更等） 

第１１条 第９条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、

当該交付決定を受けた補助対象事業（以下「補助事業」という。）について、第８条の規定によ

る交付申請の内容を変更し、又は補助事業を中止し、若しくは廃止しようとするときは、あらか

じめ空家等対策支援補助金変更等承認申請書（様式第３号）に市長が必要と認める書類を添えて
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市長に提出し、その承認を受けなければならない。この場合において、補助金の申請額の増額に

係る補助工事の内容の変更については、これを認めない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出を受けたときは、速やかにその内容を審査し、必要に応じて現地

調査を行い、承認の可否を決定のうえ、空家等対策支援補助金変更等承認・不承認通知書（様式

第４号）により補助事業者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第１２条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、当該完了の日から起算して３０日を経過し

た日又は交付決定の日が属する年度の３月１５日のいずれか早い日までに、空家等対策支援補助

金実績報告書（様式第５号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

⑴ 補助事業の請負契約書等の写し 

⑵ 領収書その他の補助事業に係る費用の支払を確認できる書類の写し 

⑶ 補助事業の実施中及び完了後の写真 

⑷ 住民票の写し（修繕事業を実施した者に限る。） 

⑸ 前各号に掲げるもののほか市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１３条 市長は、前条の実績報告書の提出を受けたときは、速やかにその内容を審査し、必要に

応じて現地調査その他必要な調査を実施し、適当と認めるときは、補助金の額を確定し、空家等

対策支援補助金交付額確定通知書（様式第６号）により補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１４条 補助事業者は、前条の通知を受けたときは、空家等対策支援補助金交付請求書（様式第

７号）により速やかに市長に補助金の交付を請求するものとする。 

（交付決定の取消し等） 

第１５条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定を取り

消し、既に交付した補助金の全部又は一部を返還させることができる。 

⑴ 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

⑵ この要項若しくはこの要項に基づく市長の指示又は補助金の交付決定に付した条件に違反し

たとき。 

⑶ 前２号に掲げるもののほか補助金を交付することを不適当と認める事実があったとき。 

（補則） 

第１６条 この要項に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 
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附 則（令和３年市告示第114号） 

この告示は、公布の日（以下「施行の日」という。）から施行し、施行の日以後に法第２条第２

項の規定に基づく市長の認定を受けた特定空家等について適用する。 

附 則（令和５年市告示第169号の２） 

この告示は、公布の日から施行し、この告示による改正後の筑西市空家等解体支援補助金交付要

項の規定は、令和５年度以後の年度分の補助金の交付について適用する。 

附 則（令和６年市告示第83号） 

（施行期日） 

この告示は、令和６年４月１日（以下「施行の日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

この告示による改正後の筑西市空家等対策支援補助金交付要項の規定は、施行の日以後に申請の

あった補助金の交付について適用し、施行の日前に申請のあった補助金の交付については、なお従

前の例による。 


